2008年度春学期末試験　国際私法I (高橋宏司担当)
第一問
日本に居住する甲国人Xは、同じく日本に居住する20才の乙国人Yを養子とする縁組を希望している。甲国は、独立した法制度を有する複数の州から構成されている連邦国家であり、Xは甲国の丙州に生まれ、日本に移住するまでは、丙州を離れたことがなかった。丙州では、養子縁組の裁判が申立てられた場合、養子のドミサイル(住所)が自州にあれば裁判管轄権を認め、縁組の要件は法廷地法によるという処理がなされる。このように、甲国の各州では、身分関係事件の裁判管轄や準拠法を決定するための基準として、事件本人のドミサイルを基準とする処理がなされることが多いが、ドミサイルの定義の詳細は州ごとに異なる。丙州のドミサイルの定義によると、本事案ではYのドミサイルは日本にある。乙国法の国際私法では、養子もしくは第三者の承諾もしくは同意または公的機関の許可その他の処分があることが養子の常居所地国法の下で要件となっている場合は、それに従わなければならないとされており、本事案では、Yの常居所は日本にあるとされる。日本法・乙国法・丙州法は、それぞれ、未成年者を養子とする場合に、裁判所の許可を要件としている。また、日本法・乙国法・丙州法は、行為能力に関し、それぞれ、20才・19才・21才をもって成年とすると定めている。乙国の国際私法は、人の行為能力は、その常居所地国法によるとするが、反致を認めている。丙州の国際私法によると、人の行為能力は、そのドミサイルの所在する国(州)の法によって定められる。以上の状況において、XとYが日本から見て有効に縁組するためには、(1)どの国(州)の法の要件に従えばよいか(45点)、また、(2)裁判所の許可は必要か(25点)。
第二問

「扶養義務の準拠法に関する法律」の第2条および第3条1項について、以下の問いに答えよ。

(1)その連結点を「法の適用に関する通則法」に見られる連結点と比較し、その特徴を述べよ。(20点)
(2)それぞれの規定の趣旨を述べよ。(10点)
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